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わが国における環境管理会計の展開
―マテリアルフローコスト会計を中心とした検討
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特集 環境会計の新展開

はじめに

環境管理会計（environmental management 
accounting）は，1980 年代に欧州を中心に台
頭しはじめた比較的新しいトピックスである
が，1990 年代に入って環境問題の深刻化と企
業経営とのかかわりが声高に叫ばれるように
なったことを受けて，世界的に議論が活発化し
た。その旗振り役となったのは米国の環境保護
庁であり，汚染防止プログラムを起源として，
廃棄物削減の観点から種々の手法が精

せい

緻
ち

化され
てきた。
ただし，ブッシュ政権への移行を契機とし

て，米国の環境管理会計は停滞を余儀なくさ
れ，かわって欧州が主役に踊り出ることになっ
た。今日のわが国の環境管理会計も，欧州の影
響が色濃く反映されており，これを象徴するト
ピックスがマテリアルフローコスト会計
（material-fl ow cost accounting：MFCA）であ
る。本稿の目的は，このMFCAを中心として
わが国の環境管理会計の現状とそこに内在する
課題を明らかし，あわせて当該課題の解決に向
けた指針となる展望を示すことにある。

1　わが国の環境管理会計の動向

わが国の環境管理会計は，少なくとも研究面
においては，欧米の先行研究をベースとしなが
らも，独自の展開を示してきたといってよいだ
ろう。その端緒となったのは，経済産業省によ
る『環境管理会計手法ワークブック』の登場で
あった。これは 1999 年に経済産業省（当時は
通商産業省）によって設置された環境管理会計
の手法開発プロジェクトの成果を綴

つづ

った報告書
である。当該プロジェクトにあっては，環境を
意識した投資決定や同じく環境配慮型製品設計
の支援，環境コストの効果的マネジメント（環
境コストおよび環境ロスの低減）手法の追求が
主たるテーマとされ，これに関連する管理ツー
ルの開発・検討が行われてきた。そして，ワー
クブックにおいては，これらを具現化するもの
として，次の五つの手法が提案されている。
1）　環境配慮型設備投資
2）　環境配慮型原価管理
　ⅰ）　環境配慮型原価企画
　ⅱ） 　環境コストマトリックス（その後，

環境予算マトリックスに名称変更）
3）　MFCA

マテリアルフローコスト会計（MFCA）は，研究においても，また実務において
も，近年わが国の環境管理会計の主流となった感がある。事実，すでに 100社を超え
る導入・試行企業があるといわれるが，成功事例がある一方で，目立った成果を上げ
られずに頓

とん ざ

挫したケースも少なくないようだ。本稿では，このMFCAを中心に，わ
が国の環境管理会計の現状を明らかにしたうえで，MFCAから得られる情報を具体
的な改善施策に結びつける支援ツールの必要性と，サプライチェーンへの拡張に関す
る課題について検討する。
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4）　ライフサイクル・コスティング
これらのなかには，既存の管理会計手法に環

境的な色彩を加えたものといった印象を免れな
いものも見受けられるが，他方でわが国固有の
方向性を示唆するものもある。環境予算マト
リックスはその典型であるが，MFCAも欧米
の手法を単に紹介するだけにとどまらず，わが
国の経営風土を前提とした独自のアレンジが加
えられている。この点は後述するとして，『環
境管理会計手法ワークブック』がわが国の環境
経営にいかなるインパクトを与えたかを検討し
てみることにしたい。
残念ながら，総じていえば，現時点に至るま

で上記の概念や手法がわが国企業に深く浸透す
るまでには至らなかった。唯一，MFCAだけ
が例外であり，研究においても，また実務にお
いても，その後のわが国の環境管理会計の主流
となっていった感がある。とくに，2004 年度
以降，株式会社日本能率協会コンサルティング
（JMAC）が経済産業省環境調和産業推進室よ
り委託を受けて，大企業および中小企業に対し
てMFCA導入のモデル事業展開を約 50 社に
対して行い，そのケースを公表したことは注目
に値する。そして，現在では 100 社を超える導
入・試行の実績（このうち公表されているのは
約 50 社）があるといわれるが，これを背景に，
わが国は2007年秋にMFCAを ISO 14000ファ
ミリーに所管する ISOの TC 207 に対し国際標
準化規格に加えることを提案するまでに至って
いる。以下では，まずこの手法の特徴を浮き彫
りにすることから，議論を進めることにする。

2　原価計算システムとしてのMFCA

MFCAは，原材料やエネルギーなどが製造
工程のどの段階でどれだけ消費され，また廃棄
されているかを物量データと原価データの双方
から追跡し，両者の有機的な統合を図ろうとす
る原価計算手続きである。そのルーツは，1980
年代後半に欧州で開発された環境負荷の大きさ
をインプットとアウトプットの物量によって把
握するエコバランスに求められる。MFCAは
これを貨幣的な評価が可能なように改良したも
の1）といってよい。その後，1990 年代はじめに

欧州のいくつかの企業がMFCAを試行的に導
入し，大きな改善効果がみられたことから，世
界的に注目されるようになった。
前述のように，わが国ではすでに 100 社を超
える企業でMFCAの導入・試行が繰り返され
てきた。いうまでもなく，その数は欧州の導
入・試行実績をはるかに凌

しの

いでいる。無論，経
済産業省が旗振り役を果たしたことが大きく影
響しているとみられるが，MFCAそのものも，
オリジナルのそれと比較すると計算プロセスが
簡素化され，目的も廃棄物の物量フローの正確
な把握から，その削減に向けた組織構成員の注
意喚起ないし動機づけへと軌道修正されたこと
が，導入・試行を大きく後押ししたと考えられ
る。
MFCAは，一言でこれを表現するなら，新
しい発想の原価計算システムということができ
る。それでは，MFCAは従来のシステムとど
こが異なるのであろうか。
現行の原価計算では，製品の製造のために犠
牲となった経営資源の金額を把握することを目
的としているため，原則的に，製造の過程で発
生する廃棄部材（MFCAでは「負の製品」と
呼ばれる）も，製品（「正の製品」）の生産に必
要な犠牲の一部と考え，製品原価に算入する。
その結果，原材料費はすべて製品原価に組み入
れられ，廃棄物そのものの原価は把握されるこ
とはないため，顧客の手にわたることなく廃棄
される部分にもコストがかかっていることが無
視されてしまう傾向がある。これでは，作業者
や他の従業員に対して廃棄部材の削減に向けた
十分な動機づけをあたえることはできない。他
方，MFCAは，廃棄部材を削減することがい
かに企業の利益業績に貢献するかを明確に描き
出してくれるのである。
MFCAでは，廃棄部材のコストをもともと
の資材や原材料の原価に還元して考える。その
ために，製造プロセスの適所に部材のインプッ
トとアウトプットを把握するための集計単位と
なる物量センター（quantity center）を設け，
両者の差額に期首と期末の在庫金額を調整した
うえでマテリアルロスを計算する。このロス
は，いわば利益の負の代理変数であることか
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ら，これを削減すれば同額の利益の増大が見込
めることになる。
この場合，物量センターにおいてマテリアル

ロスの計算に含まれるコストの範囲は，原材料
費だけにとどまらない。たとえば，中間の生産
プロセスでは，外部から購入した部材のコスト
のほか，システムコスト（企業内部で付加され
る人件費や減価償却費など）やエネルギーコス
ト（光熱費）が，またロジスティックスのプロ
セスでは，配送・廃棄コストが別途考慮される。
ただし，システムコスト以下の費目は，少な

くともマネジメントの面からはMFCAの本質
的な要素ではない。というのも，それらは単に
正の製品と負の製品の物量比に応じて，製品原
価とマテリアルロスに案分されるに過ぎず，当
該ロスを削減するには，負の製品の物量を減ら
す以外には手の打ちようがないからである。

3　MFCAの導入効果

再び，わが国におけるMFCAの導入・試行
状況に注目することにしよう。最初の導入事例
は日東電工2）にみられるが，ほかにも大きな改
善成果を上げた事例として，キヤノン3）やサン
デン4）などの事例などが紹介されている。これ
らのケースに共通する特徴は，必ずしも環境負
荷の削減を第一義的な目標に掲げて，その導入
が図られてきたわけではないという点であろ
う。たとえば，キヤノンにおいては，むしろ
MFCAを生産管理の延長線上にある取り組み
と位置づけて運用したことが大きな成功要因で
あったようである。すなわち，同社ではそれま
で経費節減の観点から廃棄部材の削減に向けて
さまざまな取り組みは行ってはきたが，それら
の多くは単発的な活動にとどまり，全体的な活
動にはなっていなかった。MFCA の導入に
よって，原価計算システムを通じてロスの大き
さを体系的に評価することができるようにな
り，さらなる改善を可能にする機会の探索につ
なげることができたのである5）。
上記のケースが示唆するように，MFCAは

廃棄部材の削減に向けて，ある種画期的なアイ
デアやそれを実現に導く手法を提供するわけで
はない。事実，多くの企業では，たとえば

TPM（total productive maintenance）や TQM
（total quality management）といった現場改
善のための手法が，設備稼働のロス時間や不良
率の低減，そして材料歩留の向上のために活用
されており，MFCAの導入以降もその状況は
変わることはないであろう。ただし，MFCA
によって従来のシステムや環境下では見逃され
てきたロスの大きさが見える化され，さらには
こうした「負の製品」の削減が利益業績にいか
なるインパクトを与えるかをいっそう顕著に経
営管理者に伝えることで，ロスの低減に向けて
強力なアクションがとられるようになる。とは
いえ，その意味では，MFCAに期待される効
果は，廃棄物の削減に対してはあくまでも間接
的なものでしかない。というのも，MFCAか
ら得られる情報は，廃棄物の削減に向けて，い
かなるアクションをとるべきかを直接指示する
ものではないからである。それゆえに，従来の
TPMないしTQM活動によって十分な改善効
果が得られている企業では，MFCAの導入に
さほど魅力を感じないか，あるいは施行後の比
較的早い段階でその継続を放棄してしまうと
いったところも見受けられる。
ただし，だからといってMFCAに期待され

る上記の効果をけっして過小評価してはならな
い。ここで，あらためてMFCA導入の効果を
要約するなら，第一に，当該手法は廃棄物がも
たらすロスの大きさを従来のシステムよりもイ
ンパクトのある形で経営管理者に伝達し，その
ことを通じて当該ロスの低減がいかに利益業績
の改善に寄与するかを彼らに知らしめる。これ
により，環境マネジメントの活動目標は利益業
績に直結することになり，またTPMや TQM
等の現場での活動も上記の目標の実現に向けて
統一的な尺度のもとで一体化され，全社的な目
標と明確な因果連鎖をもつことになる。これは
まさに，MFCAでなければなしえない貢献で
あるといって過言ではないだろう。

4　MFCA導入・試行の背景と障壁

繰り返し強調するように，わが国では数多く
の導入・試行事例が報告されている。それらの
多くは，MFCAを実施することによって，本
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来のマテリアルロスの大きさが明確となること
に加えて，材料費の大幅な削減につながったと
か，さらには組織構成員間に技術開発や改善の
意欲がわき，あるいは技術的・挑戦的目標が示
されるようになったといったMFCA活用のさ
まざまな効果が語られている。だが，そうした
成功事例がある一方で，目立った成果を上げら
れずに頓挫しケースもけっして少なくない。そ
れは，あらゆる経営手法に共通する顛

てんまつ

末であ
り，ひとえにMFCAだけが例外というわけに
はいかないはずである。
そこで，筆者の研究室では，MFCAの導入・

試行の現状とその効果を把握するため，大学院
生が中心となって 2008 年 8 月から 9月にかけ
て電子メールによる質問書調査6）を実施した。
調査対象企業は，JMACのWeb 上で公表され
たMFCA導入モデル事業の協力企業 50 社で
あり，回答が得られなかった一部の企業に対し
ては，郵送にて質問表を送付した。回答企業は
2008 年 10 月末日現在で 23 社（大企業 13 社，
中小企業 10 社，回答率 46％）である。
実施状況に関する質問項目に先立ちMFCA

の現時点における実施の有無を尋ねたところ，
すでに廃止あるいは中断していると回答した企
業が 12 社に達し，継続的に実施していると回
答した企業 11 社（大企業 9社，中小企業 2社）
を上回った。
それでは，上記 12 社がMFCA の廃止を決
めた，あるいは本格的導入を断念するに至った
理由はなんだったのであろうか。あらかじめこ
ちらが用意した回答を選択するのではなく，自
由な回答の記述を求めたところ，具体的な理由
として挙がってきたのは，「専門的知識を有す
る人材・要員がいない」，「MFCAを分析可能
なシステムが備わっていない」，「実施のための
負荷が予想以上に大きかった」などであった。
さらに，これらに加えて，意外な回答も目を引
いた。実は，それは上記企業がMFCA導入モ
デル事業に協力した動機とも密接にかかわって
いる。
すなわち，すべての回答企業にMFCA導入

モデル事業に協力した理由を先と同様に自由記
述形式で尋ねたところ，「従来の生産管理活動

の延長として実施できる」，あるいは「環境負
荷の低減とコストダウンが同時に実現できる」
といった趣旨の回答を寄せた企業が 9社あった
一方で，経済産業省がモデル事業への協力を推
奨・支援したことを理由に挙げる企業も相当数
（重複回答あり）あった。そのうちの多くが
MFCAの本格的実施を断念もしくは中断して
いる 12 社のなかに含まれることを考えると，
もともと改善の意欲を欠く企業にあっては，大
きな成果を期待するのは無理ということもでき
るかもしれない。実際，継続的にMFCAを実
践している企業の 9割が，多様な目標の実現を
導入の理由に挙げているのに対し，上記 12 社
中 5社は，経済産業省推奨のモデル事業だった
ことのみを協力の理由としていた。なかには，
プロジェクト期間のみの実施と割り切って，も
ともと本格的に導入する意図はなかったと語る
ところもあったほどである。
ともあれ，これらの回答結果から，図らずも
導入・試行企業の数からだけではMFCAの実
態は把握できないことが，あらためて浮き彫り
になった。

5　 環境予算マトリックスとMFCAの
融合

MFCAの導入企業は相当数に上るといわれ
るが，導入の程度および当該手法の有効性に関
する経営管理者の認識には企業間で多少なりと
も温度差があるようだ。もちろん，MFCAの
継続的な適用を阻害している要因はさまざまで
あろうが，MFCAの目的がマテリアルフロー
の追跡であり，それ自体では個別具体的な改善
施策を識別することはできないことが，その一
因と考えられる。換言すれば，たとえマテリア
ルロスの大きさとそれが経営にあたえるインパ
クトが明らかとなったとしても，これを低減す
るための有効な施策や活動が明らかにならない
限り，効果的な改善は望めない。
そこで，こうしたジレンマを解決に導く一つ
の方向性として，環境予算マトリックスの活用
を提案したい。当該手法は，特定のロス項目の
削減に有効な施策・活動の識別を支援し，あわ
せてそれらを実践するうえで必要となる経営資
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源を適切に割り当てることを可能にする。ただ
し，『環境管理会計手法ワークブック』で紹介
されているそれは，ロス項目が多岐にわたって
いることから，なにやら複雑な手続きといった
印象を免れず，それが普及の足かせとなったよ
うに思われる。その点，多くの注目を集める
MFCAとのコラボレーションは，環境予算マ
トリックスにとっても，福音となるにちがいな
い。
表１は，MFCA に特化した環境予算マト

リックスのイメージ図である。作成の仕方およ
び分析・活用の方法については，従来のものと
変わらないので，上記ワークブックを参照され
たい。
なお，ここで紹介した両手法のコラボレー

ションに関しては，日本会計研究学会特別委員
会「環境経営と会計」（委員長：國部克彦神戸
大学教授）のプロジェクトの一環として，近々

導入研究がスタートする予定であることを付記
しておく。

6　 MFCAのサプライチェーンへの拡張

サプライチェーンを視野に含めた適用の可能
性を探ることも，MFCAの大きな課題の一つ
である。MFCAはこれまで，どちらかといえ
ば工場内部のマテリアルフローだけに目が向け
られる傾向があり，流通段階でのそれはほとん
ど考慮されることはなかった。しかしながら，
マテリアルロスの効果的な低減を目指すのであ
れば，当然ながら川上から川下までマネジメン
トの視野を拡大する必要があり，サプライ
チェーン全体のマテリアルフローを分析するフ
レームワークの構築が急務とされている。経済
産業省も，2006 年からそのための調査研究を
立ち上げており，動向が注目される。ただし，
このMFCAのサプライチェーンへの拡張に関

表 1　環境予算マトリックスを活用したマテリアルフロー低減計画の検討モデル
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変
更
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マ
テ
リ
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ス

工
程
１

新規投入素材ロス ○ ◎

副材料ロス ○ ○

溶剤ロス ○ ○ ◎ ○

仕損費 ○ △ ○ △ ○

廃棄物処理費 ○ ◎ ◎

工
程
２

新規投入素材ロス ○ ○

触媒ロス ○ ○ ○

溶剤ロス ○ ○ ◎

仕損費 ◎ △ ○

予算ウェイト　 絶対ウェイト計 100％

ウェイトにもとづく割当額 計 千円　　

前年度実績　　　 計 千円　　

次年度予算　　　 計 千円　　
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しては解決すべき多くの難題がある。
なかでも，川上・川下企業の間でコスト情報

を共有することができるのか否かが，最大の論
点となろう。両社間の資本関係によっては可能
なケースも出てくるだろうが，拙速に情報の共
有化を進めると，MFCAそのものに対する不
信感を招くおそれも否定できない。加えて，サ
プライチェーンへの拡張が，川上企業に対して
川下企業による新たなグリーン圧力を生むと
いった懸念もある。仮にそうであれば，単にロ
スを他企業につけ回すだけで，サプライチェー
ン全体での廃棄物の削減にはなんら貢献するこ
とにはならないであろう。したがって，この課
題に関しては，時間をかけて慎重な議論がなさ
れることを期待したい。

7　むすび

以上，本稿ではMFCAから得られる情報を
具体的な改善施策に結びつける支援ツールの必
要性と，サプライチェーンへの拡張に関する課

題を指摘した。いずれにせよ，MFCAはその
試行の段階を超えて，本格的な普及に向かう
か，それとも一時のブームに終わるか，その真
の力量が問われる時期に入ったといえるのでは
ないだろうか。
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